講演①２０１３度地方財政計画と地方財政」　

　　　前地方自治総合研究所研究員　高木　健二さん　

安倍政権になり、アベノミクスで輸出産業（海外生産へ移転中）中心の一時的な活況。不安定な経済［日本企業は設備投資額が大きかったため、日本には大きな過剰設備（資産）が存在（したがって一方には過剰債務・個人の高貯蓄が存在。バブル期の土地高騰で拍車）。技術進歩した設備が導入され、生産力が大きく増すと過剰生産に陥りやすく、日本の輸出依存型経済を助長。つまり過剰設備が原因で、外需（輸出）依存を強めた。現在は、設備の稼働率の低下、膨大なデフレギャップが存在。］。円安と株高が始まり、円安による物価上昇が景気回復前に発生。賃上げ無し。消費税増税。生活者（年金受給者含む）は貧困化する。企業の内部留保（300兆円）は投資先が無い［海外への設備投資はあるが国内の設備投資先は無い。設備はむしろ遊休化（稼働率低下）］。社会資本は老朽化が著しい。公共事業の拡大実施は、どうせやるなら老朽化した社会資本の再構築に使うべき。

１．2012年度補正予算と地方財政

地方交付税の精算分・自然増分2,906億円については、2,199億円を2013年度に繰越、707億円は2012年度に調整額として交付。地方交付税の交付遅れによる民間金融機関からの借入れ金利負担0.5億円の加算交付。「地域の元気臨時交付金」の地方負担分は、のちのち地方の借金となる可能性あり。

２．2013年度政府予算

税収は増えている。公共事業費は増大。地方交付税は減額。生活保護費は削減したが社会保障費は自然増で増えている。地方への財政投融資を削減して民間企業の金融支援に回っている。

３．2013年度地方財政計画

1990年以降、財源不足が続いている。国が地方に義務付けしている業務が多い（米国方式なら発生しない）。それを地方交付税で埋めるべきところ、財源不足を理由に地方債で穴埋め（現年交付税が返済に充当され、実際には事業に使えなくなる）が行われてきた。　

「公共事業補助金」は減だが、給与削減分で事業を新設（「防災・減災事業費」、「元気づくり事業費」）、公共事業の大盤振る舞いとなっている。

　

地方財政計画で歳出を先に決定するのはなぜかというと、国が地方に義務付けしている業務が多いから。足りない分を交付税で補填という考え方。公共事業（投資的経費）は1995年のピーク（バブル崩壊後の景気対策）から１／３に減少しているが、公共事業をやりすぎた結果、地方自治体が借金返済で身動き取れない状態。給与関係費は、2002年度から12年間で16.8％の減、一貫して減り続けている。決算状況で見ても削減率は12.8％。削減状況を。地財計画と実際決算とを伸び率で比較すると、地財計画以上に削減されていることが見える。今回、国が地方にさらに追い討ちをかけている構図。

　

地方公務員の定数は、地財計画以上に削減されている。しかし業務は減っていない。むしろ増えている。ではなぜ破綻しないか？正規から非正規に置き換えているから。精神疾患は増えているかもしれないが。

このままでは、地方の職場（保育士、看護師等）はパート職ばかりになる。賃金水準が低く、生活できないので若者は都市部へ流出が進み、過疎がよりいっそう進む。都市部にも正規職は無いが、パートの掛け持ちで何とか生活維持。日本国内の未来は、このまま高齢化が進むと生活保護対象者が増える可能性が大きい。

地方６団体は反対したが、国は国家公務員の給与削減に準じて地方交付税の削減を強行した。長期的な大きな問題になっていくだろう。日本は衰退します。

　

国（総務大臣）は「お金はあり、財源は厳しくないが、日本再生に必要だから減らした。減らした分を防災・元気づくり事業に充てた（同額になるように計上したという意味だが、交付税措置率は100％ではない。完全対応していない）。」という言い方をしている。

地方議員で「賃金カット賛成」という者でも今回の件は、地方自治（憲法92条）という概念をどう考えているのかという議論になる構造を持っているので、各単組でそういう議論で対抗していくという手もあるだろう。

歳入は、一般財源は伸びている。地方税（都道府県：住民税所得割、法人事業税。市町村：住民税所得割、法人税割、固定資産税、たばこ税等）は増収だが、その分、一般財源が増えるので、増収分の歳出が増えない限り、一般財源の不足を補填する性格の地方交付税の減額となる。そして地方交付税は減額となっている。実態として、地方交付税（使途が自由）の8割（1990年の2倍）が公債費（借金）の返済に充てられている。地方債は、2013年度から「人口基礎方式」の経過措置が終わり、「財源不足額基礎方式」に完全移行する。地方交付税の不交付団体は臨時財政対策債（「赤字地方債」）が発行できなくなり、財政難に直面するだろう。

一般財源の規模は大きい。しかし借金も大きい。だから、地方財政は苦しい。

2014年度はどうなるか。難題が山積みだ。自公政権では、消費税10％導入時に食料品等の軽減率導入が決まっており（消費税収、地方消費税収の減になる）、民主党政権時の「消費税引き上げ分5％は全額社会保障費に充当」という約束も形骸化した。また、ゴルフ場利用税、自動車取得税、自動車重量税の廃止も議論されている。代替財源の確保が課題になるだろう。さらに地方法人特別譲与税（都市部に多い法人事業税の一部を国税化し地域間格差の是正に使う）を元の法人事業税に戻すか、廃止して地方消費税の税率に組み入れるかなどの議論も総務省内で進行中。2014年度の地財対策は、選挙結果で内容が決まっていくであろう。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
講演②｢これからの地域主権」

　　　前衆議院議員　逢坂誠二さん

自公政権の復活で、地方自治体の自立・尊厳が無くなり、中央・国への依存が高まり、「上意下達」「陳情・お願い」の文化が大きくなっていくだろう。

民主党政権の時、少しでも地方の自主裁量権を広げる取り組みを実施した。そのため、地方交付税のなかみも変えた。使いみちを自由に使える一般財源を増やした。

　

自公政権は正反対の政策。一般財源を縮減したうえに地方を管理下に置く方向をめざしている。中央集権の復活だ。（人件費を減らせば事業費を配分。使途も指定されている）。

これに対しては、地方自治体レベルから抗議をしていったほうがいい。中央集権は地方自治体にとっては麻薬。なぜなら、自治について自分で考えなくてもよくなるから。「国の政策でやる」と説明すれば済む。しかし、これでは昔と同じ。非常に残念な状況になったと思っている。

自治体職員には、いろいろな事象に対し「自分で考察し判断していく」ということを身につけてほしいと思っている。

自公政権で自治の現場は、中央政府や国会議員に振り回されることになるので、地方議員はアンテナを高くしてがんばってほしい。そうしなければ、踊らされることになってしまうだろう。世の中にはおかしな事はいっぱいある。そういう視点を自治の現場にいる人には持ってもらいたい。

　

日本の報道機関の報道のしかは、例えば、一連のPC遠隔操作事件での容疑者逮捕の報道では、真犯人と確定したかのような報道をしている。警察が証拠を立証できず勾留期限をむかえ、別件で再逮捕されたが、別件の部分を強調しての報道。立証できなかったことをわかりにくくする報道でした。

　

政治に対する報道も同じ姿勢なのです。ＴＰＰの報道もアメリカの態度は何ひとつも変化がないのですが、安倍首相の訪米で何か成果があったような報道だった。ＴＰＰは農業問題さえクリアすれば、すべてＯＫのような論調をしているが、実際には保険・金融・労働・医療など、国の全てに関係するものです。貿易分野だけに留まらない問題だ。

大企業が国家に負けない力を持つこと。関税撤廃よりも、米国流の大企業が政府より上に立つ体制を導入するところにある。

　

自治に対する報道のコメントで「入ってくる収入の範囲で財政（サービス・支出）を決定すればいい」というのを耳にすることがある。これは間違い。自治のことを何も理解していない発言。

自治という概念は、「地域にどういうサービス（福祉・介護、学校教育、消防、道路や河川等の社会基盤の整備）を実施したら、その実施にいくらかかるのかをまず積算する。そしてそのための収入をどうするか」という考え方で、歳出と歳入を同時進行で考えるというのが自治体財政。

　

では、地域主権改革について。地方分権については昔（大正時代）から言われていました。直近では1993年に国会で「地方分権の推進に関する決議」がありました。2013年で20年になる。

なぜ分権改革だったのかというと、３つある。ひとつは、国の画一的な政策に効果が無くなってきたこと。1980年代半ばから地域ごとに必要なものが変わってきたこと。２つ目に、国の財政難。ＧＤＰの80％が借金状態。中央が実施すると非効率で、身近なところが実施したほうが節約になると考えたからです。国が実施すると、お金は国－道－市町村の流れです。最初から市町村であれば、経由がないので効率的に執行できるからです。３つ目は、自分たちの地域のことを自分たちで考え、責任（成功も失敗も）を持つことができるようになるからだ。自分たちで考えて実行するから自治体の財政難になりにくくなる。民主主義の本来の形でもある。

自民政権下で分権会議が開催され、「機関委任事務」が廃止され「自治事務」に名称変更がされましたが、構造は変わっておらず、その後、小泉さんの三位一体改革があり格差が拡大した（税源移譲され交付税と補助金が減）。格差是正のため「地方法人譲与税」が生まれるきっかけになった。

　

そして、「行政改革」も加わり自治は混乱している。財政は縛られて減少しているのに一般行政サービスは増えた。そこで、経費を安くするために民間委託・非正規雇用・指定管理者制度（本来の意味が失われた）が増えていった。

　

2009年の政権交代によって、これを解消し、本来の趣旨にしようと「地域主権」という名称を使うことにした。めざす目標は似ているが、「地方分権」は中央に軸足があり、「地域主権」は地方に軸足を置いたものだった。少しでも本来の趣旨に沿った形にしたかったので、交付税改革を行い、交付税額を増やし、「コンクリートからヒトへ」というキャッチフレーズでソフト対策を重視し、今まで光があたって来なかったところに光をあてる政策をめざした。地方債（借金）を減らす交付金も作り（自民党としては、地方に自立されると困るので、なくされるかもしれない。補助金改革も行い、「ひも付き補助金」を地方が自主的に決定できる「一括補助金」へ変えた。

　

基準・規制の緩和も行なった（保育所等）。地域で基準を決められるようにした。これは自治体・住民に自発性がないと実施されないので知らないという地域の方もおられるかもしれないが、自主的に条例を改正・作成して地域の実状に合った基準にできるようにしている。特別交付税（災害対策用だが、どんな災害があってもランク付の変動が実際にないので意味がない）の割合を下げることも計画しました（東日本大震災があったため実施は保留となっている）。

　

「国と地方の協議の場」の設置も行った。これは地方にとっては画期的で、中央ではなく「地方」の発案だった。

こうして３年３カ月だったが、民主党政権では、地方が地域の能力・自主性に応じて、自発的に問題解決できるしくみを作ってきたが強制はしなかった。なぜなら、「違いを認める」のが自治の考え方だからだ。

道州制が取り沙汰されてきているが道州制はまかみのない呪文のようなもので、今より県の範囲が広域、国の権限委譲しか決まっていない。実施するなら、なかみの議論をしっかりする必要がある。

また、自治体が合併などで広域化すると、住民の参加が下がる傾向が大きくなり、住民の意思から遠いところで物事が決まっていくようになる。

今後、地域主権で心がけたいところの、一つ目は財源。北海道は本州と比べて脆弱な自治体が多い。使途が決まっているお金では自主性は発揮できない。一般財源（特に交付税）の割合を、時の政権に左右されない形にどれほど高められるかが必要になってくる。

私は、3～4年先まで予見できる、未来をデザインできる形をめざしていました。今、麻生財務相が言っている（交付税の削減）ことは、民主政権時に私や片山さんが財務省から言われていたことそのもの。

私たちは、政治家として「それでは未来をデザインできる形にはならない」と反対し止めてきました。自公政権で官僚色が強くなっている。今の自公政権の言うことはおかしい、と地方は発信しつづけるべきだ。

ふたつ目は、自分たちの地域を自分たちで考える癖をつけること。ひな形をすぐに求めて安直にやるのはできるだけ避ける（試行錯誤・失敗も）べきだ。何か実践してみるのも手打と思う。

地域を見る目を養ってもらいたい。もう、国や中央の押し付けでは地域はうまくいかない。地域主権改革の肝は、地域の自発性をどう援助するか、ということです。

道具の1つとして補助金。大事なのはお金の還流のさせ方だ。

自公政権は（防災・元気づくり事業など）「対症療法」が主体。原因を取り除くわけではない。痛み止め薬が切れれば再発を繰り返す。社会がどうなっていくかのビジョン・デザインがない。

公共事業は大事だ、でも、それだけではダメで、強靭な国家にはならない。地域主権ならもっといろんなことが地域でできる。民主党・逢坂誠二の考え方は、構造を治す、治癒をめざす「治療」という考え方だ。

【Ｑ＆Ａ】

Ｑ「地方公務員の給与削減関係について」

　

Ａ「政府・自民党が「国家公務員と同様に東日本大震災の復興財源の捻出のため、地方公務員の給与を2 年間の臨時措置として7.8 ％引き下げる、その分の地方交付税6000 億円を削減し復興財源に充てる、などの発言を財務省の財政制度審議会、国と地方協議の場等で繰り返し主張」し、地方6 団体が猛反対しているなか、「国家公務員の給与削減を踏まえ、国に準じて必要な措置を講ずるよう要請する」と閣議決定で押し切られた

ことに関しては、総務大臣は「地方公務員の給与が高いから」「国の財政が厳しいから」行うものではなく、日本の再生に向けて国地方の対応策として2012 年度に限って行うものであるとわざわざ発言している。国の政策実現のために地方に国の政策を押し付けている構図であり、やり方がおかしい。だいたい今まで必要なら地方公務員は賃金の独自削減に同意してきている。毎日や道新の社説でもそのような主張をしている。そういう視点で労働組合は対応し、住民に訴えていくべきだろう」

Ｑ「原発について」

Ａ「離れていくべきで、やめなきゃいけないが、そのためには、手続き、納得が必要だ。原発関係で生活している人がものすごく多い。利害関係者（ステイクホルダー）とどう折り合いをつけていくかだろう。それをどうしていくかを議論して決めていかなければ、店終いしたくても脱原発という結果を得るには時を要するだろう。政府が方向性を決めた上で、ていねいに階段を上るプログラムを作っていくべき。ドイツは原発の議論２０年間やってきている」
